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第１ 章 総則 

 （ 目的）  

第１ 条 こ の計画は、 東日本大震災での経験を 踏ま え、 迅速性と 適切性を も っ た支援を 実現

する ため、 広域・ 大規模災害における 広域支援のあり 方を 定めた「 広域・ 大規模災害時に

おける 指定都市市長会の確認事項」 に基づき 、 広域・ 大規模災害の発生当初において、 緊

急の支援が必要と さ れる 応急・ 復旧期を中心に、 基礎自治体と し ての災害対応力と 大都市

と し ての総合力を 有する 指定都市が緊密に連携を 図り 、 指定都市市長会と し て一体と なっ

て被災地支援に取り 組むため必要な事項を 定める こ と を 目的と する 。  

 

 

 （ 支援の内容）  

第２ 条 各指定都市は、 こ の計画に基づき 、 他の支援の枠組み等と 連携を 図り ながら 、 災害

応急対策を 中心と し た災害対応業務のう ち、 避難所の運営、 建物被害認定調査及び罹災証

明書の交付のほか、 本計画以外の仕組み等において対象と し ていない業務を 行う も のと す

る 。  

 

 

 （ 地域ブロ ッ ク ）  

第３ 条 地域ブロ ッ ク は、 別表１ のと おり と する 。 ただし 、 南海ト ラ フ 地震における 応急対

策職員派遣制度アク ショ ン プラ ンが適用さ れる 場合は、 当該アク ショ ンプラ ンの定めによ

る も のと する 。  
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第２ 章 警戒体制・ 準備体制 

 （ 警戒体制）  

第４ 条 国内のいずれかの市区町村において、 こ の計画を 適用する 災害が発生する 可能性が

ある 場合には、 各指定都市及び指定都市市長会事務局（ 以下「 事務局」 と いう 。） は、 緊

急の連絡調整を 行える よ う 、 警戒体制をと る も のと する 。  

 

 

 （ 準備体制）  

第５ 条 国内のいずれかの市区町村において、 震度６ 弱以上の地震が観測さ れた場合又は大

雨特別警報が発表さ れた場合、 も し く はそれに相当する 災害が発生し たと 考えら れる 場合

には、 各指定都市及び事務局は、 こ の計画の適用を 判断する ために必要な被災地の情報収

集及び各指定都市、 総務省、 全国知事会、 全国市長会、 全国町村会等と の連絡調整を 行う

ために、 準備体制を と る も のと する 。  

２  前項に定める 準備体制は、 次のと おり と する 。  

 ⑴ 事務局は、指定都市市長会中央連絡本部（ 以下「 中央連絡本部」 と いう 。） を 設置する 。  

 ⑵ 中央連絡本部の本部長（ 以下「 中央連絡本部長」 と いう 。） は、 事務局の事務局長が務

める 。  

 ⑶ 中央連絡本部は、 事務局に置き 、 事務局職員によ り 構成する 。  

⑷ 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市は、 原則と し

て被災地域ブロ ッ ク 内の指定都市へ情報連絡員（ 以下「 リ エゾ ン」 と いう 。） を 派遣し 、

指定都市市長会現地連絡本部（ 以下「 現地連絡本部」 と いう 。） を 設置する も のと する 。

派遣に当たっ ては、関係省庁・ 関係団体の対応状況や、事前に電話等によ り 情報収集し た

被害状況等を 考慮の上、 判断する も のと する 。 なお、 関係省庁・ 関係団体の対応状況につ

いては中央連絡本部が情報収集する も のと する 。  

 ⑸ 現地連絡本部の本部長（ 以下「 現地連絡本部長」 と いう 。） は、 現地支援（ 連絡） 本部

設置担当都市の行動計画担当部署の局長級職員が務める 。  

 ⑹ 現地連絡本部は、 現地連絡本部長が指定する 場所に置き 、 別表１ に定める 被災地域ブ

ロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び第８ 号に基づき 被災地に派遣さ れた支

援隊派遣都市の職員によ り 構成する 。  

⑺ 中央連絡本部長は、 複数の指定都市が被災し た場合や現地連絡本部から の情報等によ

り 、 被災地の情報収集のために更なる リ エゾ ン が必要と 考えら れる 場合には、 被災地へ

リ エゾ ンを 派遣する こ と について、 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の支援隊派遣都市

に依頼する も のと する 。  

⑻ 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の支援隊派遣都市は、 前号の依頼があっ たと き は、

被災地へリ エゾ ン を 派遣する も のと する 。  

３  現地連絡本部は、 原則と し て被災地域ブロ ッ ク 内の指定都市の情報収集を 行い、 中央連

絡本部に報告する も のと する 。  

４  各指定都市は、 自市が収集し た情報を 中央連絡本部に報告する も のと する 。  

５  中央連絡本部は、指定都市以外の被災自治体の情報を総務省等から 収集する も のと する 。 

６  中央連絡本部は、 各指定都市（ 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び支援隊派遣都市

を 含む。） 等から 収集し た情報を 会長市及び危機管理担当市に報告する と と も に、 各指定都
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市に情報提供する も のと する 。  

７  会長市、 危機管理担当市及び中央連絡本部は、 収集し た情報に基づき 、 こ の計画の適用

に関する 協議を 行う 。  

８  中央連絡本部及び現地連絡本部は、 被災地の状況、 支援の進捗等に応じ て、 中央連絡本

部については、 第７ 条第９ 項に規定する 役割を 、 現地連絡本部は、 第８ 条第７ 項に規定す

る 役割を 担う こ と ができ る も のと する 。  

９  準備体制に必要なその他の事項については、 会長が別に定める も のと する 。  
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第３ 章 行動計画の適用決定・ 支援の実施 

 （ 行動計画の適用決定）  

第６ 条 会長は、 前条第７ 項の協議内容や応急対策職員派遣制度及び南海ト ラ フ 地震におけ

る 応急対策職員派遣制度アク ショ ン プラ ン （ 以下「 応急対策職員派遣制度等」 と いう 。）

の適用状況を 踏ま え、 指定都市市長会と し ての被災地支援を 行う 必要がある と 認めたと き

は、 こ の計画の適用を決定する 。  

２  会長は、 前項の規定によ り 、 こ の計画を 適用し たと き は、 各指定都市の市長並びに総務

省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

 

 

 （ 中央支援本部の設置）  

第７ 条 会長は、 こ の計画を 適用し た場合には、 速やかに指定都市市長会中央支援本部（ 以

下「 中央支援本部」 と いう 。） を 設置する も のと する 。  

２  中央支援本部は、 中央連絡本部の事務を 引き 継ぐ も のと する 。  

３  中央支援本部の本部長（ 以下「 中央支援本部長」 と いう 。） は会長が務める 。  

４  中央支援本部の副本部長（ 以下「 中央支援副本部長」 と いう 。） は危機管理担当市長が務

め、 中央支援本部長への助言及び中央支援本部長の職務を 補佐する 。  

５  中央支援本部は、 原則と し て事務局に置き 、 事務局職員によ り 構成する 。  

６  中央支援本部長は、 中央支援本部の機能確保のために更なる 職員が必要な場合には、 各

指定都市東京事務所及び別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の中央支援本部派遣グループ

（ 又は派遣都市） の職員を 中央支援本部へ派遣する こ と について、 各指定都市の市長に要

請する も のと する 。  

７  各指定都市の市長は、 前項の要請があっ たと き は、 中央支援本部へ職員を 派遣する も の

と する 。  

８  中央支援本部長は、 中央支援本部を 設置し たと き は、 各指定都市の市長に速やかに通知

する も のと する 。  

９  中央支援本部の役割は、 次のと おり と する 。  

⑴ 総務省、全国知事会、 全国市長会、 全国町村会等と の連絡調整（ 応急対策職員派遣制度

等に基づく 応援職員確保調整本部（ 以下「 確保調整本部」 と いう 。） が設置さ れた場合に

は、 確保調整本部への参加を 含む。）  

⑵ 会長市、 危機管理担当市、 指定都市市長会現地支援本部（ 以下「 現地支援本部」 と い

う 。） 及びその他各指定都市と の連絡調整 

⑶ 報道機関等への情報提供 

⑷ 被災市区町村への対口支援（ 複数市によ る 共同支援を 含む。 以下同じ 。） の決定（ 確保

調整本部における 決定含む。）  

⑸ 前各号の規定によ る も ののほか、 中央支援本部によ る 調整が必要な事項 

１ ０  中央支援本部の組織等は、 会長が別に定める 。  
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 （ 現地支援本部の設置）  

第８ 条 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市は、 こ の計

画が適用さ れた場合には、 原則と し て第５ 条第２ 項第４ 号の規定によ る リ エゾ ン 等によ

り 、 速やかに現地支援本部を 設置する も のと する 。 設置に当たっ ては、 関係省庁・ 関係団

体の対応状況や被災地の状況等を考慮の上、 判断する も のと する 。  

２  現地支援本部は、 現地連絡本部の事務を 引き 継ぐ も のと する 。  

３  現地支援本部の本部長（ 以下「 現地支援本部長」 と いう 。） は、 別表１ に定める 被災地

域ブロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市の市長が務める 。  

４  現地支援本部は、 現地支援本部長が指定する 場所に置き 、 別表１ に定める 被災地域ブロ

ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び被災地に派遣さ れた支援隊派遣都市の職員

によ り 構成する 。  

５  現地支援本部長は、 現地支援本部を設置し た場合には、 中央支援本部長に速やかに連絡

する も のと する 。  

６  中央支援本部長は、 現地支援本部長よ り 現地支援本部を 設置し た旨の連絡を 受けたと き

は、 各指定都市の市長、 総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知

等する も のと する 。  

７  現地支援本部の役割は、 次のと おり と する 。  

⑴ 被災地における 情報収集 

⑵ 中央支援本部と の連絡調整 

⑶ 被災地における 総務省、 全国知事会、 全国市長会、 全国町村会のリ エゾ ン及び被災都

道府県、 被災地域ブロ ッ ク 幹事都道府県、 他の支援の枠組み等と の連絡調整（ 応急対策

職員派遣制度等に基づく 応援職員確保現地調整会議（ 以下「 現地調整会議」 と いう 。）

が設置さ れた場合には、 現地調整会議への参加を 含む。）  

⑷ 被災市区町村への対口支援の調整 

⑸ 前各号の規定によ る も ののほか、 現地支援本部によ る 調整が必要な事項 

８  現地支援本部長は、 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の支援グループの指定都市だけで

は現地支援本部の機能確保が難し い場合には、 現地支援本部へ更なる 職員を 派遣する こ と

について、 中央支援本部長と 協議する も のと する 。  

９  中央支援本部長は、 前項の協議によ り 更なる 職員を 派遣する 必要がある と 認めたと き

は、 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の追加支援グループの指定都市と 協議の上、 支援隊

派遣都市と し て活動する 指定都市を 選定し 、 当該指定都市の市長に要請する も のと する 。  

 

 （ 対口支援の決定）  

第９ 条 被災市区町村への支援は、 原則と し て各指定都市によ る 対口支援によ り 行う も のと

する 。  

２  現地支援本部長は、 被災市区町村の被害状況、 支援需要等に基づき 、 中央支援本部長及

び被災地に派遣さ れた支援隊派遣都市の市長と 協議の上、 支援先候補の被災市区町村及び

支援元候補の指定都市を 決定する と と も に、 必要に応じ て、 当該被災市区町村の属する 被

災都道府県に連絡を 行う も のと する 。  
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３  現地支援本部長は、 支援の実施について、 支援先候補の被災市区町村の長と 協議する も

のと する 。  

４  現地支援本部長は、 前項の協議によ り 支援の実施について調整がついたと き は、 中央支

援本部長及び支援元の指定都市の市長に速やかに連絡する も のと する 。  

５  中央支援本部長は、 現地支援本部長から 前項の連絡を 受けたと き は、 支援元の指定都市

に支援の実施を 依頼する と と も に、 総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に連

絡する も のと する 。  

６  応急対策職員派遣制度等に基づく 確保調整本部が設置さ れている 場合には、 中央支援本

部長は、 第２ 項から 前項ま での規定によ ら ず、 確保調整本部に参加し 、 被災市区町村への

対口支援の調整及び決定を する も のと する 。  

 

 

 （ 対口支援の実施）  

第１ ０ 条 支援元の指定都市の市長は、 前条第５ 項の依頼を 受けたと き は、 速やかに支援の

準備を し 、 準備が整い次第、 支援を 開始する と と も に、 支援の実施状況について、 中央支

援本部長及び現地支援本部長に報告する も のと する 。  

２  中央支援本部長及び現地支援本部長は、 各指定都市の支援の実施に必要な情報を 収集し

たと き は、 各指定都市に情報提供する も のと する 。  

 

 

 （ 総括支援チームの派遣）  

第１ ０ 条の２  応急対策職員派遣制度等における 総括支援チームの派遣要請があっ た場合、

中央支援本部長は現地支援本部長と 協議の上、 支援元候補の指定都市を決定する も のと す

る 。  

 

 

 （ 現地支援本部の機能継承）  

第１ １ 条 現地支援本部長は、 被災地の状況、 支援の進捗等に応じ て、 中央支援本部長と 協

議し 、 総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会の動向等を 勘案の上、 現地支援本

部の機能を 中央支援本部に継承する こ と ができ る 。  

２  中央支援本部長は、 前項の規定によ り 機能継承があっ たと き は、 各指定都市の市長、 総

務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

 

 

 （ 対口支援の終了）  

第１ ２ 条 支援元の指定都市の市長は、 被災地の状況、 支援の進捗等に応じ て、 支援の終了

時期について、 支援先の被災市区町村の長と 協議する も のと する 。  

２  支援元の指定都市の市長は、 前項の協議によ り 、 支援の終了時期が決定し たと き は、 中

央支援本部長及び現地支援本部長に速やかに連絡する も のと する 。  

３  支援元の指定都市の市長は、 支援を終了し たと き は、 中央支援本部長及び現地支援本部
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長に速やかに報告する も のと する 。  

４  中央支援本部長は、 前項の報告があっ たと き は、 各指定都市の市長、 総務省、 全国知事

会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  
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第４ 章 行動計画の適用終了 

 （ 現地支援本部及び中央支援本部の解散）  

第１ ３ 条 中央支援本部長は、 一の現地支援本部の全ての対口支援が終了し たと き は、 その

現地支援本部長と 協議の上、 当該現地支援本部を 解散する と と も に、 各指定都市の市長、

総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

２  中央支援本部長は、 全ての現地支援本部が解散し たと き 又は第１ １ 条第１ 項の規定によ

り 現地支援本部の機能を 中央支援本部に継承し た上で全ての対口支援が終了し たと き は、

中央支援本部を 解散し 、 こ の計画の適用を 終了する と と も に、 各指定都市の市長、 総務

省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

 

 

 （ 行動計画の適用終了後の連絡調整）  

第１ ４ 条 事務局は、 こ の計画の適用を終了し た後も 、 必要に応じ て、 各指定都市、 総務

省、 全国知事会、 全国市長会、 全国町村会等と の連絡調整を 行う も のと する 。
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第５ 章 補足事項 

 （ 各指定都市及び事務局が被災し た場合等の対応）  

第１ ５ 条 会長は、 会長市が被災し 、 こ の計画によ る 会長の役割を 果たすこ と が困難な場合

は、 会長の権限を 、 指定都市市長会副会長（ 以下「 副会長」 と いう 。） に委任する こ と がで

き る 。 こ の場合において、 委任は指定都市市長会の会長代理の順に従い行う も のと する 。  

２  会長の権限を 委任さ れた副会長は、 中央支援本部の本部長を務める 。  

３  事務局が被災し 、 中央連絡本部の設置ができ ない場合は、 別表２ に従い事務局と は別に

中央連絡本部を 設置し 、 第５ 条に規定する 役割を 担う 。 こ の場合において、 第５ 条第２ 項

第２ 号の規定にかかわら ず、 当該中央連絡本部を 設置し た都市の行動計画担当部署の局長

級職員が中央連絡本部長を 務め、 各指定都市に速やかに連絡する も のと する 。  

４  前項の規定を適用し た場合において、 本計画を 適用する 時点でなお事務局がその役割を

果たすこ と が困難なと き は、 会長は、 前項の規定によ り 中央連絡本部を 設置し た指定都市

に中央支援本部を 設置し 、 当該指定都市は、 第７ 条に規定する 役割を 担う 。 こ の場合にお

いて、 中央支援本部長は、 各指定都市に速やかに通知する も のと する 。  

５  前２ 項の規定に基づき 中央連絡本部又は中央支援本部を 設置し た指定都市は、 事務局が

その役割を 果たすこ と が可能と なっ た場合は、 事務局へ継承する 。 こ の場合において、 中

央連絡本部長又は中央支援本部長は、 各指定都市に速やかに連絡する も のと する 。  

６  別表１ に定める 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が被災し 、 現地支援（ 連絡） 本部の設

置ができ ない場合は、 会長は別表１ の備考に定める 順位に従い現地支援（ 連絡） 本部設置

担当都市を 指定し 、 当該指定都市の市長に現地支援（ 連絡） 本部の設置を 依頼する も のと

する 。  

７  上記のほか、 災害の状況によ り 別表１ 及び別表２ の割り 振り によ り 難い場合は、 会長又

は中央支援本部長が別途割り 振り を 定める も のと する 。  

 

 

 （ 他の災害支援の枠組みと の関係）  

第１ ６ 条 こ の計画の実施に当たっ ては、 国の応急対策職員派遣制度など の広域支援や全国

知事会の支援の枠組みと 積極的かつ柔軟に連携・ 協力し ながら 行う も のと する 。  

２  こ の計画は、 ２ １ 大都市災害時相互応援に関する 協定、 各指定都市の災害時相互応援協

定等によ る 各指定都市の支援の実施を 妨げない。  

 

 

 （ 費用負担）  

第１ ７ 条 こ の計画に基づき 、 各指定都市が支援先の被災市区町村に対し て実施し た支援に

要し た費用の負担は、 法令の定めによ る ほか、 各指定都市と 支援先の被災市区町村又は当

該被災市区町村を 包括する 被災都道府県と が協議し て定める も のと する 。  

２  中央支援（ 連絡） 本部及び現地支援（ 連絡） 本部の運営に係る 費用のう ち、 各指定都市が

派遣又は提供する 職員、機材等に係る 費用については、原則と し て各指定都市の負担と し 、

指定都市市長会と し て新たに共同で調達する 必要が生じ た機材等に係る 費用で会長が別に

定める も のについては、 法令によ り 別に請求でき る 費用を 除き 、 全ての指定都市の共同負

担と する 。  
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 （ 公務災害補償）  

第１ ８ 条 こ の計画に基づき 、 各指定都市から 派遣さ れた職員が、 公務上、 負傷し 、 疾病に

かかり 又は死亡し た場合における 公務災害補償については、 派遣し た指定都市が行う 。 通

勤に係る 災害についても 同様と する 。  

２  こ の計画に基づき 各指定都市から 派遣さ れた職員が、 公務上第三者に損害を 与えた場合

において、その損害が当該公務の従事中に生じ たも のについては、被災市区町村が賠償し 、

被災市区町村への往復の途中に生じ たも のについては、 当該職員を 派遣し た指定都市が賠

償する 。  
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第６ 章 平時における 準備 

 （ 平時から の連携）  

第１ ９ 条 各指定都市は、 あら かじ めこ の計画の実施に関する 連絡担当部局を 定め、 事務局

に報告する も のと する 。 連絡担当部局を変更し たと き も 同様と する 。  

２  事務局は、 前項の規定によ る 報告を 受けた場合は、 その状況を と り ま と め、 速やかに各

指定都市に通知する も のと する 。  

３  事務局は、 こ の計画によ る 支援の実効性を 高める ため、 平時から 、総務省、 全国知事会、

全国市長会、 全国町村会等と 情報交換や必要な調整を 行う など 、 連携関係の構築に努める

も のと する 。  

 

 

 （ 研修、 訓練等の実施）  

第２ ０ 条 指定都市市長会は、 発災時における こ の計画によ る 円滑な支援を 確保する ため、

必要に応じ て研修や訓練等を 実施する と と も に、 受援計画の策定等発災時における 支援の

円滑な受入れに資する 取組の促進に努める も のと する 。  

 

 

第７ 章 その他 

（ 委任）  

第２ １ 条 こ の計画の実施に関し 必要な事項又はこ の計画に定めのない事項については、 会

長が別に定める も のと する 。  

 

 

 （ 実施モデル）  

第２ ２ 条 こ の計画に基づき 、 各指定都市及び事務局が活動する ためのマニュ アルと し て、

「 広域・ 大規模災害時における 指定都市市長会行動計画実施モデル」を 定める も のと する 。  

 

 

（ 附 則）  

こ の計画は、 平成２ ６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 こ の計画は、 平成３ ０ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 こ の計画は、 平成３ １ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和２ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和３ 年６ 月２ ４ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和４ 年７ 月２ ０ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和５ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する 。  
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こ の計画は、 令和７ 年１ ０ 月２ ４ 日から 施行する 。
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別表１ （ 第３ 条関係）  

 

被災地域 
ﾌﾞ ﾛｯｸ 

（ ※１ ）  

都道府県 
（ ※１ ）  

指定都市（ ※１ ）  

支援 
ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

現地支援（ 連絡） 本部 
設置担当都市 

及び支援隊派遣都市 
（ ※２ ～６ ）  

追加支援 
ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
( ※７ )  

中央支援 
本部 

派遣ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
（ ※８ ）  

北海道東北 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ A）  

北海道・ 青森県・  
岩手県・ 宮城県・  
秋田県・ 山形県・  
福島県・ 新潟県 

Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①仙台市 
②札幌市 
③新潟市 

①Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

関東 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ B）  

茨城県・ 栃木県・  
群馬県・ 埼玉県・  
千葉県・ 東京都・  
神奈川県・ 山梨県 

Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

①横浜市 
②さ いたま 市 
③川崎市 
④千葉市 
⑤相模原市 

①Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

中部 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ C）  

富山県・ 石川県・  
長野県・ 岐阜県・  
静岡県・ 愛知県・  
三重県 

Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①静岡市 
②浜松市 
③名古屋市 

①Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

関西 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ D）  

福井県・ 滋賀県・  
京都府・ 大阪府・  
兵庫県・ 奈良県・  
和歌山県 

Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

①神戸市 
②京都市 
③大阪市 
④堺市 

①Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

中国・ 四国 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ E）  

鳥取県・ 島根県・  
岡山県・ 広島県・  
山口県・ 徳島県・  
香川県・ 愛媛県・  
高知県 

E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①岡山市 
②広島市 

①F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Cｸﾞ ﾙー ﾌ 
④Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

九州 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ F）  

福岡県・ 佐賀県・  
長崎県・ 熊本県・  
大分県・ 宮崎県・  
鹿児島県・ 沖縄県 

F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①北九州市 
②福岡市 
③熊本市 

①E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

 

備考 

※１  被災地域ブロ ッ ク 、 都道府県及び指定都市は、「 応急対策職員派遣制度」（ 総務省） の別表に適応し たも のである 。  

※２  現地支援本部は、 災害発生時に被災地域の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市である 都市が設置する 。  

※３  現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市は、「 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び支援隊派遣都市」 欄の○数字の順番で年度ごと

の輪番と する 。 ただし 、 当該年度の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が会長市であっ た場合は、 次順位の都市が現地支援（ 連絡）

本部設置担当都市を 担う 。  

※４  当該年度の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が被災等によ り 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を 担う こ と ができ ない場合は、  

次順位の都市が現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を 担う 。  

※５  現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市以外の都市は、 支援隊派遣都市と し て活動する 。  

※６  支援グループ内の全都市が被災等によ り 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を担う こ と ができ ない場合は、「 追加支援グループ」

欄の○数字の順番に基づき 追加支援グループを決定し 、 当該グループにおいて、 災害発生時に現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市

である 都市が現地支援（ 連絡） 本部の設置を 担う 。 ただし 、 追加支援グループの内の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が被災等に

よ り 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を担う こ と ができ ない場合は、 同一グループ内の次順位の都市が現地支援（ 連絡） 本部設

置担当都市を 担う 。  

※７  一の支援グループによ り 現地支援本部の運営が困難な場合は、 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市から の依頼に基づき 、 中央支

援本部は、 追加支援グループの内から ○数字の順番に基づき 、 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市、 追加支援グループの都市及び

中央支援本部にて協議のう え、 支援隊派遣都市と し て活動する 都市を選定し 、 追加する 。  

※８  中央支援本部派遣都市は、 災害発生時に中央支援本部派遣グループ内で現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市である 都市が担う 。  
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別表２ （ 第１ ５ 条関係）  
 

優先順位１  優先順位２  

危機管理担当市 副会長市（ 会長代理の順）（ ※１ ）  

 

※１  第１ ５ 条第１ 項の規定によ り 、 副会長が会長の権限を委任さ れた場合は、 次順と する 。  
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